
■国分寺市青少年問題協議会の閉会について 

 

① 今後の方針 

2025 年７月 15 日をもって、次期委員の任命をせず、「国分寺市青少年問題協議会条例」

について条例廃止手続きを進める。 

 

② 検討経過 

【法令等の経過】 

昭和 28（1958）年 地方青少年問題協議会法 

（戦後の混乱期に非行少年が多かったことから主に非行の防止や矯正を目的に設置） 

 昭和 39（1969）年 国分寺市青少年問題協議会条例 

 平成 11（1999）年 法改正 必置から非必置へ 

 平成 22（2010）年 子ども・若者育成支援推進法施行 

 平成 25（2013）年 法改正 枠付の見直し  

 平成 27（2015）年 子ども・子育て支援法施行、子供・若者育成推進大綱策定  

（子ども・子育て会議の設置や子育て支援事業計画策定義務付け） 

 

【時代変化】 

法が設置された当時と比べ、現在の青少年を取り巻く環境が大きく変化し、青少年問題

は多様化・複雑化している。近年の青少年問題の傾向として、少年の非行問題に関する件

数は減少傾向となっており、その一方で、情報化社会の進展、コロナ禍を経て、虐待、ヤ

ングケアラー、ネットトラブル、いじめ、不登校、などが課題となっている。 

 

【市の現状】 

市は国の動きに伴い、平成 27年策定の「国分寺市子ども若者・子育ていきいき計画」に

若者支援の計画も包含した。また、要保護児童対策地域協議会（平成 19 年設置）、若者支

援地域ネットワーク会議（平成 29年設置）等の協議体により関係機関の連携を図るととも

に、子ども・若者の計画については「子ども・子育て会議」にて進捗確認及び評価を行っ

ている。この他にも様々な計画や取組を行い、青少年に対する施策を行っている。近年、

青少年問題協議会でテーマとなった事項についても、各所管課にて対応を行っている。 

・いじめ：「教育委員会」「人権平和課」など 

・虐待：「子育て相談室」など 

・不登校：「教育委員会」「子ども若者計画課」など 

・ひきこもり：「子ども若者計画課」「生活福祉課」「地域共生推進課」など 

・防犯：「防災安全課」など 

 

③ 条例廃止理由 

協議会の設置趣旨（法の目的）にかかわる少年非行の問題は、市での対応状況は小さく

なっている。 

青少年にかかる問題について、市では各所管課の協議体で話しあわれる場や事業を実施

し対応しており重複する部分がある。これらのことから、本会議については廃止としたい。 
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